
Ⅱ−程２０−１ 

公立大学法人埼玉県立大学教員評価規程 

 

平成２２年４月１日 

規 程 第 ２ ０ 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人埼玉県立大学職員就業規則（平成２２年規則第２２号。以下「職

員就業規則」という。）第１２条第２項の規定に基づき、公立大学法人埼玉県立大学教員の意識改革

及び能力向上を通じて、大学全体の教育研究活動等の活性化を図るための教員評価制度の実施に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる教員の範囲） 

第２条 評価の対象となる教員は、職員就業規則第２条第２項に規定する常勤教員（以下「被評価者」

という。）とする。 

２ 前項の規定に関わらず、理事長が別に定める教員は、第５条に規定する実績評価の対象としない。 

（評価の種類） 

第３条 評価は、任期評価及び実績評価とする。 

（任期評価） 

第４条 任期評価は、任期付教員の再任審査で使用するものとする。 

 （実績評価） 

第５条 実績評価は、勤勉手当における成績率の決定で使用するものとする。 

 （評価の対象期間） 

第６条 任期評価の対象となる期間は、任期の初日から４年間（以下「任期評価対象期間」という。）

とし、実績評価の対象となる期間は、年度の初日から当該年度の末日までの１年間（以下「実績評

価対象期間」という。）とする。 

２ 任期評価対象期間中に出産休暇、育児休業及び病気休暇等で９０日を超える就業できない期間（以

下本項において「就業できない期間」という。）が生じた場合の任期評価対象期間は、就業できない

期間に相当する期間（３０日未満は切り捨てる。）延長することができる。 

３ 実績評価対象期間中に出産休暇、育児休業及び病気休暇等で３０日を超える就業できない期間が

生じた場合は、当該実績評価期間中の評価は行わないこととすることができる。 

 (評価の対象となる領域） 

第７条 評価は、次の各号に掲げる領域について行う。ただし、助手の職にある者の評価については、

この限りではない。 

 一 教育領域 

 二 研究領域 

 三 社会貢献領域 

 四 大学への貢献領域 

２ 前項の規定にかかわらず、センターに所属する教員については、前項各号の領域に加え、当該セ

ンターの業務の領域についても評価を行う。 

（評価者） 

第８条 評価を実施する者は、別表「評価者一覧」左欄に定める対象者について同表右欄に定める者

（以下「評価者」という。）とする。 

２ 学長は、前項に定める評価者に事故等があり、評価を実施できない場合、別の者を評価者とする

ことができる。 

３ 評価者は、面談及び事前評価を行わせる者（以下「補佐役」という。）を設けることができる。 

４ 補佐役を設けた場合、評価者は速やかに次条に規定する教員評価委員会（以下「委員会」という。）
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に届出をしなければならない。 

（教員評価委員会） 

第９条 学長は、評価の公正性及び社会的、学術的な妥当性を確保するため、委員会を設置する。 

２ 委員会は、次の各号に掲げる委員で構成する。 

 一 学長 

 二 副学長 

 三 学部長 

  四 研究科長 

五 共通教育科長 

六 学科長 

七 本学の教職員以外の者（以下「外部委員」という。） 

３ センターに係る任期評価及び教員評価制度に関する改正等を行う場合は、関係センター長を委員

として加えることとする。 

４ 委員会に委員長を置き、学長をもって充てる。 

５ 委員会の開催にあたっては、外部委員が出席することとする。 

 （教員評価委員会部会） 

第１０条 学長は、教員評価基準案を作成するに当たって必要と認める場合は、教員評価委員会部会

（以下「部会」という。）を設置することができる。 

２ 部会の長は学部長とする。 

３ 部会の委員数及び構成員（以下「構成員等」という。）は、部会の長が別に定める。 

４ 構成員等を設け又は変更した場合、学部長は速やかに委員会に届出をしなければならない。 

（学長等の役割） 

第１１条 学長の役割は次の各号に定めるとおりとする。 

 一 教員評価基準を承認・決定すること 

 二 教員評価基準を学内に明示すること 

三 評価者から評価結果の報告を受けること 

２ 共通教育科長、学科長及び各センター長の役割は次の各号に定めるとおりとする。 

一 教員評価案を作成すること 

二 教員評価を決定すること 

三 教員評価結果を学長に報告すること 

３ 委員会の役割は次の各号に定めるとおりとする。 

一 教員評価基準を作成すること 

二 教員評価案を審査すること 

三 教員評価制度の見直しを行うこと 

（任期評価における助言） 

第１２条 評価者は、年度ごとに、被評価者と面談し、任期評価対象期間における活動状況について、

助言するものとする。 

（評価の実施） 

第１３条 任期評価は任期評価対象期間終了後に実施する。就業できない期間が生じて任期評価対象

期間を延長した場合も同様とする。 

２ 実績評価は実績評価対象期間終了後に実施する。 

３ 評価は、被評価者の自己申告に基づき、評価者と被評価者の面談を経て行うものとする。 

（教員評価委員会への報告） 

第１４条 評価者は、前条第３項に規定する自己申告の内容及び前条の規定により実施した評価案に

ついて、委員会に報告する。 
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（評価結果の通知等） 

第１５条 評価者は、委員会の審査を経て評価を決定し、その結果を被評価者に対して通知する。 

 （ＦＤの支援） 

第１６条 評価が低く改善を要する教員には、大学が研修の機会を提供する。 

 （不服申立て） 

第１７条 被評価者は、通知された評価結果に不服があるときは不服申立てをすることができる。 

２ 前項の申立てに関し必要な事項は、教員評価不服申立の手続きに関する細則（平成２２年細則第

４号）で定める。 

 （評価者研修の実施） 

第１８条 評価の実施にあたっては、定期的・継続的な評価者研修を行うこととする。 

 （庶務） 

第１９条 委員会の庶務は、事務局総務担当が行う。 

 （その他） 

第２０条 この規程に定めるもののほか、教員の評価の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則  

（施行期日）  

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表（第８条関係） 

 

評価者一覧 

 

 

対象者 

 

評価者 

 

学長 

 

－ 

 

副学長 

 

学長 

 

学部長 

 

学長 

 

研究科長 

 

学長 

 

共通教育科長、学科長 

 

学部長 

 

 

 

 

 

学 

 

 

部 

 

共通教育科所属教員 

 

共通教育科長 

 

看護学科所属教員 

 

看護学科長 

 

理学療法学科所属教員 

 

理学療法学科長 

 

作業療法学科所属教員 

 

作業療法学科長 

 

社会福祉子ども学科所属教員 

 

社会福祉子ども学科長 

 

健康開発学科所属教員 

 

健康開発学科長 

研

究

科 

 

研究科所属教員 

 

研究科長 

各

セ

ン

タ

ー 

 

センター所属教員 

 

各センター長 

 

 

 

 

 


